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持続可能な開発目標（SDGs）

◼ 2015年9月の国連サミットで全会一致で採択。「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂

性のある社会の実現のため、2030年を年限とする17の国際目標。（その下に、169のターゲット、

231の指標が決められている。）

先進国を含め、全ての国が行動普遍性

人間の安全保障の理念を反映し
「誰一人取り残さない」包摂性

全てのステークホルダーが役割を参画型

社会・経済・環境に統合的に取り組む統合性

定期的にフォローアップ透明性

 2001年に国連で専門家間の議論を経て策定。2000年に採択された「国連ミレニアム宣言」と、
1990年代の主要な国際会議で採択された国際開発目標を統合したもの。

 開発途上国向けの開発目標として、2015年を期限とする8つの目標を設定。
（①貧困・飢餓、②初等教育、③女性、④乳幼児、⑤妊産婦、⑥疾病、⑦環境、⑧連帯）

前身：ミレニアム開発目標（Millennium Development Goals: MDGs）

✓ MDGsは一定の成果を達成。一方で、未達成の課題も残された。
○ 極度の貧困半減（目標①）やHIV・マラリア対策（同⑥）等を達成。
× 乳幼児や妊産婦の死亡率削減（同④、⑤）は未達成。サブサハラアフリカ等で達成に遅れ。
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2016年5月

SDGs推進本部の設置

2016年9月

SDGs推進円卓会議の設置

2016年12月
実施指針の策定

2019年9月
SDGサミット開催①

総理を本部長、官房長官・外務大臣を副本部長、全閣僚を構成員とする司令塔。

行政、民間企業、有識者、ＮＧＯ等、
広範な関係者による意見交換の場。

中長期的な国家戦略。

2023年9月
SDGサミット開催②

2023年12月
実施指針の改定②

岸田総理がスピーチを実施。
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日本国内のSDGs推進体制

2019年12月

実施指針の改定①

安倍総理がスピーチを実施。



●人々の意識・生活様式から産業構造、金融の流れに至るまで、我が国を含む国際社会全
体の社会・経済活動のあり方が大きく変容。

●国際社会全体が様々な複合的危機に直面し、SDGs達成に向けた進捗は大きな困難に
直面。しかし2030年までにSDGs達成を目指すとの大きな方向性は変化なし。

●人口減少や少子高齢化が進む中、我が国自身の持続可能な発展と繁栄の観点から、①
SDGs達成に向けた取組を強化・加速し、また、②国際社会にさらに貢献していく必要。

●国家に加え、多様なステークホルダー（とりわけ若い世代）の参画が重要。

１ 改定の趣旨

（１）国内

●SDGsの理念は我が国が持続可能な発展と繁栄を実現していく上で確固たる原動力。
→ 国家レベル：SDGsと「新しい資本主義」との連携。
→ 地方レベル：SDGsは地方創生の旗印。地方での浸透は日本の大きな特徴。
→ ビジネス：事業を通じてSDGs実現との方向性はますます明確化。
→ 市民社会を含む民間：広範なステークホルダーの間で取組の広がり。

●各目標について様々な課題も指摘（貧困、ジェンダー、人権など）。

（２）国際社会

●SDGs達成に向けた進捗に大きな困難。特に開発途上国において厳しい状況。
SDGsの達成度合いや優先順位は各国ごとに大きな差異。特に資金や債務の問題。

●各国それぞれの事情に応じ、先進国と開発途上国を含む各国の課題を統合的に解決
し、国際社会が全体として包括的にSDGsを進める取組が必要。

２ 現在の状況
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我が国のSDGs実施指針（改定のポイント①）



（１）重点事項

① 持続的な経済・社会システムの構築

「新しい資本主義」の下、持続的な成長と安心・幸せを実感できる経済社会構造を構築（人への投
資、GX・DXの推進、インパクト投資、地方創生SDGs、デジタル田園都市国家構想等）。

② 「誰一人取り残さない」包摂社会の実現

多様性が尊重され、すべての人が力を発揮できる包摂的な社会を実現する（こども大綱、女性
登用加速化、共生・共助社会、孤独・孤立対策、「ビジネスと人権」等）。

③ 地球規模課題への取組強化

気候変動、生物多様性の損失及び汚染への取組及びグローバル・ヘルスの推進（ネット・ゼロ、ネ
イチャーポジティブ、地域循環共生圏、防災・減災、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）等）。

④ 国際社会との連携・協働

国際社会全体で包括的にSDGsを達成するための貢献強化（新しい開発協力大綱、仙台防災枠
組、女性・平和・安全保障（WPS）に関する行動計画等）。

⑤ 平和の持続と持続可能な開発の一体的推進

平和で安定した国際環境は国際社会の持続可能性の前提。人間の安全保障の理念の下、人道・
開発・平和の連携（ネクサス）に留意しつつ、「人間の尊厳」を中心に置いた開発協力を推進。

（２）実施に当たっての取組

●実施体制の強化・ステークホルダー間の連携

●自発的国家レビューと国際社会における取組の主導（2030年以降も見据えた国際的な議論も主導）

３ 実施に当たっての指針
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我が国のSDGs実施指針（改定のポイント②）



 自治体によるSDGsの達成に向けた取組を公募し、優れた取組を提案する都市を「SDGs未来都市

」として選定、自治体SDGs推進関係省庁タスクフォースにより強力に支援。

 その中で先導的取組を行う都市を「自治体SDGsモデル事業」に選定し、資金的に支援。

 成功事例の普及展開等を通じ、自治体おけるSDGsの達成に向けた取組の拡大を目指す。
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SDGs未来都市
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SDGs未来都市等選定都市一覧

累計

ＳＤＧｓ未来都市 206都市（207自治体）
自治体ＳＤＧｓモデル事業   70都市

※各年度都道府県・市区町村コード順
※黄色網掛けは「自治体SDGsモデル事業」選定自治体
（新潟県佐渡市の「自治体SDGsモデル事業」選定は2023年度）
（鹿児島県奄美市の「自治体SDGsモデル事業」選定は2024年度）
※★はSDGs未来都市のうち都道府県
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